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１ ．問題の所在（はじめに）
福祉国家や大きな政府の新自由主義的な改革が

進行する一方で、社会や地域の問題解決に取り組
む市民活動が拡大し、協同組合や NPO 等の担い
手を中心としたサード・セクター組織への関心が
高まりつつある。近年では、その担い手として「社
会的企業」という概念が注目されてきた。

とりわけ、欧州では、社会的排除問題に立ち向
かうサード・セクター組織による実践の文脈から、
社会的企業という概念が理論化されてきた。欧州
の社会的企業研究グループである EMES 1 をリー
ドしてきたドゥフルニとニッセンズによれば、社
会的企業という用語は、十数年前まで、あまり使
用されていなかったが、近年になって、米国と欧
州双方で驚くほどの進展を見せてきた。具体的に
は、米国では、１９９３年、ハーバード大学ビジネス
スクールで、ソーシャル・エンタープライズ・イ
ニシアティブ（Social Enterprise Initiative）が立
ち上げられたことを契機に、コロンビア、スタン
フォード、イェールなどその他の主要大学や財団
も社会的企業やソーシャル・アントレプレナーに
関する教育訓練や支援プログラムを立ち上げ始め
た。他方、欧州においても、１９９０年代初頭に、社
会的企業の概念が登場し始めた。イタリアにおけ
る「社会的協同組合（social co-operatives）」の
法人形態が１９９１年に登場したことが、欧州におけ
る「社会的企業」概念の端緒と位置づけられる。
その後、他の欧州諸国における同様の動きや新た
な法人形態の出現をうけ、１９９６年によって結成さ
れた EMES によってそれらの現象が研究され、
理論化が試みられてきた（Defourny and Nyssens 

２００６）。とりわけ、ドゥフルニとニッセンズによ
れば、労働市場から長い間排除されるリスクにあ
るような、あまりスキルが高くない人や失業者を
支援し、生産活動を通して彼ら彼女らを社会の中
に包摂することを主目的とする「Work Integration 
Social Enterprise（労働統合型社会的企業、通称
WISE）」が、アクティベーション施策等の公共
政策の発展とも絡んで、注目されてきたとしてい
る（Defourny and Nyssens ２０１４）。

日本の文脈を鑑みれば、１９９０年代後半以降、人
口に膾炙し始めた NPO（非営利組織）研究の延
長線上に、社会的企業研究の一潮流は位置づけら
れる（橋本２０１３：３ 頁）。１９９５年の阪神淡路大震災、
１９９８年の NPO 法成立を契機に、サード・セクタ
ー（組織）の可能性、説明枠組みをめぐる論争が
今日に至るまで続く中、NPO に近接した語句と
して社会的企業が用いられるようになってきたと
言ってよい。現状、日本において「社会的企業」
の法人格はない。しかし、サード・セクター組織
を説明する際、より説明力（explanatory power）
がある枠組み（K. Andrews et al ２０１０）として、
社会的企業論の分析枠組みを支持する研究も決し
て少なくない。

では、NPO 論や協同組合論と比べた場合、社
会的企業論はどのような点が異なるのか。そして、
社会的企業論の方が、サード・セクター組織の活
動をうまく説明していると言える点はどこにある
のか。本稿では、「社会からの信用や活動の正当
性（以下、社会性）」がサード・セクター組織の
どこに担保されているのかを説明しようとする場
合、社会的企業論の特徴を見出しやすいと考えて
いる。以下では、既存の議論における社会性の要

NPOと労働者協同組合のクロスロードとしての社会的企業
―生活困窮者とワーカーズ・コレクティブとの協同（連帯）実践を事例に―
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1 　EMESとは、L’EMERGENCE DES ENTREPRISES SOCIALES EN EUROPEの略。英語表記では、EMERGENCE 
OF SOCIAL ENTERPRISES IN EUROPE。
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件をどう更新した上で、社会的企業論が新たな説
明枠組みを提出しようとしているのか。その点を
中心に議論の整理をおこないたい。

NPO 論と EMES による社会的企業論を比較検
討 し た 藤 井（２００４、２０１０） に よ れ ば、 従 来 の
NPO 論では、①社会的使命（ミッション）とい
う目的のレベル、②非営利性（利益の非分配制約）
という残余請求権（利益が配分される権利）を中
心とした所有のレベルが、社会性を担保する重要
な要件と論じられてきた 2 。利益非分配が重視さ
れる背景には、既に多くの論者によって指摘され
ているように、NPO 概念自体が、実は、米国の
制度や研究からの影響を色濃く受けていることと
関係している。つまり、税制規定（内国歳入法
５０１条（Ｃ）（ ３ ）の規定）の資格を得る団体を
NPOと見なすのが米国では一般的になっており、
それを画定する際の基準として、「利益の非分配
制約（組織活動の結果、ある利益が生まれた場合、
それを出資者、理事、会員等、組織の構成員に分
配しないこと）」が重視されてきたからである。
それに対して、EMES による社会的企業（WISE）
論では、①単なる事業の経済的目的に加えて、社
会的排除・包摂問題の解決を社会的使命に持つと
いう目的のレベル、②非営利性という残余請求権
のレベルに加えて、様々なステークホルダーが参
加する民主的意思決定や共同所有というコントロ
ール権（組織の意思決定や運営）も重視した所有
のレベル、③地域社会から信頼されて発展してゆ
く認識根拠として、ソーシャル・キャピタル 3 （以
下、社会関係資本）という資源のレベル、これら
によって社会性が担保されるという違いがあると
説明されている。

また、②に関して、欧州の社会的企業論は既存
の労働者協同組合論の更新性も備えているとされ

ている。具体的には、多様なアクターが参加する
マルチステークホルダー型の所有構造という方向
性は、これまでの単一のステークホルダーではな
く、地域社会における公益を追求する協同組合と
しての意味合いも持つ。要するに、組合員内部に
閉鎖化された狭い共益ではなく、地域社会の公益
を志向する点に、従来型の協同組合とは異なる社
会性がある。

加えて、③に関して、ここでの社会関係資本は、
希少な財へのアクセスを可能とするつながりを個
人や団体が所有するもの、ある種の資源として理
解することから確認しよう。社会的排除の現場で
は、何らかの援助を必要とする困窮者は、諸々の
理由から、様々な資源を有する地域の各機関へ自
らアクセスできない場合がある。また、必要な社
会的資源（居場所や就労場所など）が地域にない
場合、それを当事者の相互扶助や資産だけで開拓
することは極めて困難であろう。ゆえに、困窮者
を必要な資源へとつなぎ、新たな社会的資源を共
に作り出すことが社会的企業には期待される。加
えて、当事者や支援者に対しても差別や偏見、非
協力的な態度が地域から向けられることは決して
少なくない。差別や偏見を信頼や共感へ導けるか
どうかも課題になる。ここで大事なことは、諸課
題の解決を可能にするつながりを築く中で、団体
に社会性が付随してきたという理解・説明を試み
ることであろう。政治社会学者のエバースが述べ
るように、「最終的には社会からの共鳴と支援が、
組織の真の性格、つまり社会的企業か否かを決め
る」（Evers ２００１： p.３０１）のである。

また、地域とのつながりを考える際、ここでい
う社会関係資本の形態についても認識しておく必
要があろう。コミュニティ開発の研究者であるＭ．
テイラー（２００８）によれば、同じ属性や状況に置

2 　利益非分配を「信頼性」の代用基準として重視する代表的な米国の論者として、例えば、ハンスマン（Hansmann 
１９８７）があげられる。

3 　社会学者のパットナムによれば、ソーシャル・キャピタルとは、「調整された諸活動を活発にすることによっ
て社会の効率性を改善できる、信頼、規範、ネットワークといった社会組織の特徴」（Putnam １９９３： p.１６７）の
ことをさす。資源を生み出す基盤として、ソーシャル・キャピタル概念を構成する要素の中に、「ネットワーク」、「信
頼」、「（互酬的）規範」を含めるパットナムの定義は、最も人口に膾炙した広義の定義である。しかし、これら
３ つの要素を含めるかどうかだけでも多様な理解がある（稲葉　２０１６）。また、権力や不平等に関わる批判（Portes 
1995）も含めて、幅広い論争がある。
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かれた人々同士の強固な結束関係を持続する内部
結束型社会関係資本（bonding social capital）、
異なる利害関係にある異質な集団を結びつけてゆ
くような橋渡し型社会関係資本（bridging social 
capital）、社会的地位や富に対するアクセスが異
なる社会階層、例えば政府機関との関係のように
異なるレベルの権力関係にあるアクターを結びつ
ける連結型社会関係資本（linking social capital）
の ３ つに区分することができるという。社会的包
摂の目的に資する活動基盤、具体的には関係先と
の連携、活動を遂行するための資源、活動への信
用などを確保するため、地域での社会的連帯を重
視するならば、これら社会関係資本の中でも、橋
渡し型社会関係資本が特に大事になろう。社会的
目的の達成を可能にしている地域の様々な集団と
のつながりを明らかにすることによって、実態の
伴った社会性をサード・セクター組織が備えてき
たという説明を有効なものにできる 4 。

以上、従来の NPO 論や労働者協同組合論の延
長線上に、社会的企業論の分析枠組みはある。だ
が、現状、そもそも日本の社会的企業研究におい
て、共有された社会的企業の定義や分析枠組みが
必ずしも存在しているわけではなく、上記のよう
な理解に立った研究が決して多いわけではない。
その意味で、EMES の社会的企業論の枠組み、
並びにその一諸類型としての WISE は、ヨーロ
ッパの事例として参考になろう。そこで、次節か
らは、日本の WISE の事例紹介をおこない、社
会的企業論の理論に則って説明できるかどうかを
実証的に検討し、考察してみたい。

２ ．事例紹介
本稿では、NPO法人コンチェルティーノ（以下、

コンチェル）の事例紹介をおこなう。コンチェル
は、重度の知的障害の子を持つ生活クラブ組合員
からの相談を受けて、２００９年に東京都世田谷区で

市民によって結成された団体である。設立趣意書
によれば、「障がいのあるなしにかかわらず、地
域の中でお互いの個性を尊重しあい、誰でもが明
るく元気に暮らし続ける社会」を目指し、「たく
さんの人たちの力を借りながら、 １ 人ひとりの持
てる力を出し合って、障がいのある人と地域の中
で共に働く場を創り出す」ために、コンチェルは
設立された。

主に提供している就労の場として、①生活クラ
ブ生協施設、独居老人の個人宅、教会等の清掃事
業、②チラシや情報紙等の封入・発送作業、③ポ
スティング（チラシ撒き）などがある。その他、
月に １ 回、世田谷区で障害者支援に携わってきた
福祉 NPO 専門の方も交えて、引きこもりや障が
い者の人達のための相談事業もおこなっている。

現在、２０１５年に施行された生活困窮者自立支援
法下において、東京都から就労訓練事業所として
認定、世田谷区で認定事業所として登録され、２０
～７０代までの訓練生を受け入れている。訓練生の
中には、知的、精神、身体、発達障害、ひきこも
り、依存症、刑余者など複合的な課題を抱えてい
る方々も多い。

コンチェルでは、 ３ ヵ月 １ クールの実習から始
まり、 １ クール終了後、実習継続や就労移行など
次のステップを本人、支援者、コンチェルのメン
バーで共に考えてゆくようにしている。これまで、
一般企業に就労した人もいれば、コンチェルでの
就労を継続している人（例えば、 ５ 年間、筆談で
の会話しかできなかったが、現在では話せるよう
になり、コンチェルのチーフスタッフとして働い
ているメンターなど）もいる。

次節からは、限られた紙幅の中であるが、コン
チェルの活動実態から理論的考察を試みたい。

３ ．事例についての理論的考察
複数の組織アイデンティティの交錯

4 　社会学者の藤井（２０１３）の議論によって示唆されているように、社会的企業のソーシャル・キャピタルの実態
を明らかにしてゆく作業は、いくつかの方面からおこなうことが可能である。例えば、貨幣的資源混合の中に埋
め込まれている寄付や贈与の実態、困窮者を包摂するための様々な関係諸機関との福祉的ネットワーク、政治参
加の基盤となるようなアドボカシーネットワーク、そしてマルチステークホルダー型の所有構造など、様々な切
り口から捉えてゆくことができるだろう。
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コンチェルでは、NPO 法人格を持ち非営利性
（利益の非分配制約）の遵守をしている他、独自
に「ワーカーズ・コレクティブ（労働者協同組合）」
と「社会的事業所」という法人格では存在しない
２ つの組織形態を自称し、追求（表現）している。
実際、関連する独自の取り組みも存在し、例えば、
NPO 正会員（費）とは別途ワーカーズ・メンバ
ーになることができ、出資の代替措置として、毎
月１０００円ずつ積み立てをし、活動費として活用し
ている（退職時には全額返却する）。

また、障害の有無に関わらず同一賃金の給与体
系で働く規則をもうけている。多くのモノを作る
ことができる、できないという生産性の基準、す
なわち能力の差を基準にしない形で職場作りをお
こなっている。

ドゥフルニが述べるように、社会的企業は、
NPO と労働者協同組合の要素が交錯（crossroad）
しているような性質を持つという（Defourny 
２０１４：p.３４）。確かに、コンチェルはこれら複数
の組織の自己認識を持つ中で活動をおこなってい
る。したがって、アイデンティティの側面から、
社会的企業に類することができるタイプと考える
ことができる。

複数の社会的目的（包摂的な就労の場と地域社会
の創造）を達成する手段としての経済活動

欧州の議論では、社会的企業の中でも、労働市
場から排除されるリスクにあるような人々に対し
て、彼ら彼女らを様々な形で支援しつつ、生産活
動を通して社会の中に包摂することを主目的とす
るタイプが WISE であった。言い換えると、社
会的排除・包摂問題に関連する目標を持ち、福祉
的要素に加えて、何らかの生産活動にも従事する
経済的要素も併せ持つ事業体が WISE である。

まず、目的のレベルから考えると、コンチェル
は、社会的に排除された人々の働く場所を生み出
すことを通して、彼ら彼女らを社会の中に包摂す
ることを目的に持つ WISE として理解できる。
設立趣意書の文面から分かるように、コンチェル
は、障がい者など労働市場から排除されるリスク
のある人々に対して、働く場所を創り出すことを
通して彼ら彼女らを包摂するために設立された。

ここで大事なことは、主目的から鑑みてコンチ

ェルがただ WISE であると確認することだけで
はない。団体内部に包摂的な就労の場を形成する
という目的に加えて、外部の様々な団体や人々を
巻き込み、協力を得て活動をおこない、包摂的な
地域社会を形成するというもう一つの社会的目的
があることに注目する必要がある。この目的から、
社会問題に関心のない人々を巻き込み、活動への
参与を促し、地域社会自体を変えてゆくという社
会運動的要素があると言える。

しかし、社会的排除の現場では、当事者ばかり
でなく支援団体に対しても、地域や社会から差別
や偏見の眼差しが向けられる。不信感をあおるよ
うな非社会的な活動は、差別や偏見を助長する。
当然、活動への協力を得ることはできない。地域
の人々に協力してもらい、信頼を得ることができ
るかどうかは、団体が新しい資源へアクセスし、
社会性を持てるかどうかの分岐点にもなる。

では、コンチェルは具体的にどのような形で地
域社会の形成や協働を試みているのか。それは、
経済活動の持つ社会的意義の側面から見てみると
分かりやすい。確かに、コンチェルの経済活動は、
上記のような意味で就労の機会を提供する側面か
ら、社会的意義を見出せる。加えて、実際には、
地域への財やサービスの提供活動からも、ある社
会的な意義を見出せる。例えば、コンチェルでは
合成洗剤を使用しない「石けん」「重曹」「クエン
酸」などの洗浄剤やシックハウス対応型ワックス
を使用する清掃事業を展開し、環境に配慮したサ
ービスの質にこだわっている。また他にも、婦人
会が高齢化し、掃除の担い手がいなくなってしま
った世田谷区のある教会の掃除を仕事として請け
負うという取り組みもおこなっている。その他、
区の相談窓口経由で依頼がある病気や高齢の独居
者のお宅や庭清掃などにも取り組んでいる。これ
ら事業内容から、コンチェルが社会貢献的な経済
活動をおこなっていることが分かる。特に、地域
の困りごとを起点に仕事を作ってゆくことで、普
段は「支えられる側」と見なされがちな当事者を、
地域の困っている人々を助ける「支える側」へと
している点は、注目に値する。加えて、最近では
この教会関係者からコンチェルに対して寄付金が
送られてくるという現象が起こっている点も見逃
せない。この寄付を送るという行為は、日ごろの
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コンチェルの活動に対する「おかえし」という互
酬的な側面を持つと同時に、団体を信用し、活動
に共鳴する意思表示と解釈することができる。こ
のように、コンチェルは、就労の場を作ってゆく
プロセスの中で、力を借してくれる地域の人々と
つながり、共に支え合う、新たな相互扶助の仕組
みを地域社会に作ってきた。

コンチェルの事例を社会的企業として説明する
ためには、「内」と「外」各々に社会的意義を持
つ複数の社会的目的を追求している組織である点
に注目すること、その際、地域コミュニティへ貢
献する仕事おこしを通じて、橋渡し型社会関係資
本を構築していたことが大事であった。

理事構成メンバーから見えてくる多様なステーク
ホルダーによる組織の共同所有

欧州の社会的企業研究者であるハルガードとス
ピア（２００６）は、欧州各国ごとに、マルチステー
クホルダーの WISE の理事会において、具体的
にどのようなカテゴリーのアクターが参加してい
るのかを明らかにしている（e.g. 利用者、ボラン
ティア、スタッフ、職業訓練プログラムへの参加
者、企業関係者、政府関係者、サード・セクター
（NPO）関係者、その他）。また、彼らが述べる
ように、マルチステークホルダーの性質というの
は、異質なアクターを巻き込んでいるという橋渡
し型社会関係資本の認識根拠の一つでもある
（Hulgard and Spear ２００６： p.９８）。

議案書から、コンチェルの理事構成メンバーを
見てみると、事業に関連する様々なステークホル
ダーがいることが分かる。具体的には、現在、ス
タッフ、ビルメンテナンス等の施設清掃に携わる
会社や石けん清掃に詳しい会社関係者（企業関係
者）、障害者支援の NPO 関係者や東京ワーカー
ズ・コレクティブ協同組合関係者や生活者ネット
ワークの政治関係者（サード・セクター（NPO
や協同組合）関係者）、その他（社会福祉協議会
関係者）などが理事構成メンバーになっている（発
足当初は、当事者の親もいた）。筆者によるコン
チェル理事長へのヒアリングによれば、素人でも
障がいのある人達と共に歩いて行けると思うけれ
ど、いざという時、相談できる人が必要なので、
専門家の知識や技術を借りるために集まってもら

ったという。
「いざという」時のために、相談できる専門家

がいるのは心強い。筆者もコンチェルの活動に参
与観察する中で、そのような場面に出くわしたこ
とがある。例えば、理事長が元困窮者就労訓練メ
ンバーからの電話で自宅に駆けつけたところ本人
は朦朧としていて床が血まみれになっており（足
に包丁が刺さったということであった）、警察や
救急車を呼ぶなど大騒ぎになった「事件」があっ
た。後日、その時の適切な対応について、理事長
が障害者支援の NPO 関係者に相談している場面
を筆者は見たことがある。この場面から、様々な
困難な人たちとの協働は、「言うは易く行うは難
し」の側面が少なからずあることが分かる。実際
には、共に歩もうとする人（＝伴走者）自体が、
当事者の右往左往に巻き込まれてゆき、「支える
側」としての悩みを持つ。ゆえに、「支える側」
の伴走者も支えられる必要がある。

加えて、理事を構成している他団体の関係者は、
単なる相談役ではなく、ある面での実働も実は担
っている。例えば、企業関係者であれば、清掃の
際の技術供与に限らず、一般就労先の受け入れ先
としても協力関係にある。また、障害者支援の
NPO 関係者の方は、世田谷区のその他の団体に
いる障害者をコンチェルに紹介することができる
し（実際にそういうケースがある）、逆にコンチ
ェルからその他の団体につなぐことができる。

以上、コンチェルという WISE の理事構成メ
ンバーに着目し、多様なステークホルダーが団体
の意思決定に参加し、活動へ協力している体制に
ついて見てきた。このことから何が言えるのか。

第 １ に、コントロール権の所有のレベルにおけ
る社会性を担保する根拠として、マルチステーク
ホルダー型の運営実態があることを確認した。

第 ２ に、（団体のガバナンス構造の中に）地域
の異質なアクターを巻き込み、生活困窮者がその
他の社会的資源へアクセスすることも後押しでき
る協力関係を持っていた。WISE の持つ橋渡し型
社会関係資本の実態を明らかにしたとも言える。

第 ３ に、支える側も支えられるための社会的仕
組みとして機能していた。第 ２ や第 ３ の点は、マ
ルチステークホルダー型の組織運営を社会性や社
会的連帯の証として単に見てしまうのではなく、
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実践者にとっての意味合いや必要性から考えてゆ
く重要性を教えてくれる。

以上のような組織的実態があることで、コンチ
ェルによるミッションの追求、具体的実践が可能
になっていた。

４ ．まとめと今後の理論的課題
本稿では、紙面の都合上、コンチェルの事例に

もとづいた社会的企業に関する理論的考察をここ
で終わりにしたい。

本稿の内容を簡潔にまとめよう。社会からの信
用や活動の正当性（＝社会性）がサード・セクタ
ー組織に担保されている状態をどのように説明す
ればよいのか。この社会性を担保する諸要件を説
明しようとする時、既存の NPO 論と EMES を中
心とする欧州の社会的企業論では違いがあった。
後者の社会的企業論の特徴は、①事業の経済的目
的に加えて、社会的排除・包摂問題に取り組む社
会的使命を持つ、特に WISE の場合には労働市
場から排除されるリスクにあるような人々を支援
しつつ、生産活動を通して社会の中に包摂する主
目的がある点、②利潤の非分配制約という非営利
性を備え、かつ多様なステークホルダーが運営に
参加する組織所有のあり方を重視する点、③社会
関係資本という資源の側面を重視する点に特徴が
あった。

確かに、社会的使命を持ち、非営利性を遵守す
るという既存の NPO 論の立場から、コンチェル
の活動の信用や正当性があるという説明は可能で
ある。しかし、社会的使命や非営利性を持つとい
う状態に加えて、組織所有や社会関係資本の観点
からも、コンチェルの社会性を説明できる。実態
の伴った社会性を多面的な角度から説明可能にす
る点で、社会的企業論は有効な側面を持つのでは
ないか。

しかし、社会的企業論の説明枠組み自体も、今
後、発展的な修正や検討の余地があるだろう。ま
ず、WISE は「内」と「外」各々に社会的意義を
持つ複数の社会的目的を追求する組織でもある。
その際、橋渡し型社会関係資本を構築する手段と
して、地域コミュニティへ貢献する経済活動から
の説明は有効であった。このことから、WISE を

説明する際、主目的でもある就労機会の創出に目
を向けることで、例えばクッキー製造や封入作業
など、財の生産過程ばかりに社会性があるという
説明には陥らないようにすべきだろう。むしろ、
就労の場を作る経済活動が環境問題へ配慮されて
いる、地域の「困りごと」を助ける形にもなって
いるなど、地域への財やサービスの提供活動に込
められた社会的意義の側面をすくい取った説明を
積極的にすべきではないだろうか。

最後に、理事構成メンバーに着目し、地域の様
々なステークホルダーが組織を所有し、活動へ協
力している体制を説明することによって、WISE
の社会性を担保する根拠、橋渡し型社会関係資本
の内実を明らかにできた。WISE のマルチステー
クホルダー型の組織所有は、当事者の関係の「溜
め」の拡大を可能にしつつ、（当事者を）支える
側をさらに支える側で包み込む社会的仕組みとし
て理解できるのではないだろうか。もちろん、本
稿に限界もある。理事に着目するだけでは、コン
チェルの活動に関与する当事者の参加の実態がな
かなか見えてこないことも分かった。実は、コン
チェルでは当事者で数人が意見を表明できるよ
う、いくつか参加の回路を構築し、工夫を試みて
いる。その点は、今後も検討してゆく必要がある。
すなわち、WISE のガバナンスや参加の実態を説
明する際、どのような形で社会的に排除されてき
た人たちの声を吸収する回路があるのか、その参
加のあり方を検討してみたい。

以上、本稿では、生活困窮者問題に取り組むワ
ーカーズ・コレクティブを事例に、社会的企業論
について理論的考察をおこなってきた。今後も、
さらなる理論的検討をしてゆきたい。コンチェル
の事例のように、様々な活動実態を伴って現れて
くるサード・セクター組織のこれからの現象を説
明しようとする際、社会的企業論の説明枠組みは
有効になってくるだろう。
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